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郊外ニュータウンにおいて問題となりつつある空き家の増加に対応するために、当機構の

マイホーム借上げ制度の利用を促進するため、特に関西地域と老人ホーム入居者という 2 つ

の異なる視点から、自治体や地域の企業の協力を得て実情調査を実施し、調査内容にもとづ

いて制度周知を図ると同時に、マイホームの有効活用と空き家解消の同時実現の可能性さぐ

るもの。成果を踏まえて、詳しいマニュアルを作成して関係者に配布する。 

14 一般社団法人移住・住みかえ支援機構 
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名称 
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活動 

地域 
全国 

 

 

 

 

 

 

１．活動の背景と目的 

（1）マイホーム借上げ制度 

当機構は、2006 年から日本全国を対象に 50 歳以上の者（国籍は問わない）が保有する住

宅（戸建て・マンションを問わず、通年居住が可能であれば、居住中かどうかや別荘、セカ

ンドハウス、相続した家等を問わず）を、原則として保有者ならびにその同居人が亡くなら

れるまで終身で借り上げることによりマイホームを賃貸資産化する「マイホーム借上げ制度」

を運営しています。借り上げたマイホームは入居を希望する者に転貸しますが、最初に入居

者が決定したあとは、仮に空き家になっても最低保証家賃が支払われます。このために、転

貸家賃の 10％を空き家・空き室積立金として控除して独立採算で運営しますが、万が一の場

合には国の基金（本報告現在 5 億円）により債務保証がなされています（詳細は、www.jt-i.jp

参照）。 

図１ マイホーム借上げ制度概念図 

 

 

（2）空き家の借上げ推進 

近時、昭和 40 年代や 50 年代に開発がなされた首都圏や大都市郊外のニュータウンにおい

て住人の高齢化が進み、空き家化が深刻な問題になっています。空き家は老朽化が進む上に

治安の悪化や庭の手入れがなされないことによる近隣への迷惑、多雪地帯では雪下ろしの問

題等、地域全体に与える悪影響が少なくありません。もし、所有者がこれを放置せずに賃貸

運用すればそうした問題が解決することに加えて、入居者が増えることによって地域の活性

化も図ることができます。こうしたマイホーム借上げ制度は空き家対策の切り札のひとつと
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して大きく期待されました。 

これに応えるべく、当機構では、2008 年頃より首都圏の京王線沿線、八王子市めじろ台・

館町両団地における空き家現況調査、ならびに、ポスター貼付等を通じた空き家の借上げ促

進活動を行っています。また 2010 年には浦安市美浜 3・4 丁目・今川 1・2・3・4 丁目におけ

る空き家現況調査ならびに、ポスターのポスティング(1450 部）による空き家の借上げ促進

活動を行ってきました。この結果、徐々にではありますが、空き家で放置している住宅につ

いてマイホーム借上げ制度を利用する事例が増えています。 

 

（3）関西地域や老人ホーム入居者に対する取組みの推進 

しかし、関西地域や老人ホーム入居者への取り組みはこれまで相対的に十分ではありませ

んでした。そこで、今次事業において新たに、①関西の自治体、②沿線ニュータウンの高齢

化に悩む関西地区の鉄道会社、③有料老人ホーム・高齢者住宅のあっせん事業者という、空

き家保有者に対し訴求力を有すると考えられる、種類の異なる 3 つの主体（いずれも当機構

に協賛）と共同で、空き家マップの作成・現況調査を行い、その成果に基づいて重点的・戦

略的な借上げ制度の促進を図ることとしたものです。 

 

（4）耐震改修 

なお、空き家化が問題となっている地域は早い時期に開発されているため、空き家化した

住宅の依拠する耐震基準が旧基準のことが多いと考えられ、「耐震改修等を自ら行う必要が

あることが有効活用の妨げとなっているのではないか」という指摘がなされています。そこ

で、借上げ希望者の中で、すでに老人ホームに入居済みである等の理由で自ら改修を行うこ

とが難しい者について当機構が改修を行って、転貸家賃から改修費を回収する新制度を試験

導入して利用状況を確認することにしました。 

 

（5）マニュアル作成 

また、自治体等が空き家対策にマイホーム借上げ制度を活用しやすくするために、以上の

成果をもとに、空き家有効活動促進のためのマニュアルを作成し、一般にも公開することと

しました。 

 

２．活動内容 

（1）活動の概要と手順 

以上の方針のもと、具体的には以下のような活動を実施しました。 

 

①空き家状況調査の実施 

奈良県（県として当機構に特別協賛）、南海電鉄・京阪電鉄（関西地区）、③有料老人ホ

ーム協会と関連事業者の協力により、県内・沿線の郊外ニュータウンに関する空き家の実態

調査（空き家マップの作成等）を実施しました。 

 

②首都圏の老人ホーム利用者やその家族に対するアンケート調査 

老人ホーム入所者の状況を把握するために、入居者やその家族を対象に自宅の現況調査ア

ンケートを実施しました。 
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③空き家についての制度利用促進 

それぞれの協力主体や地域の協力事業者を通じた制度周知や講演・相談会を実施。奈良県

については地域の宅地建物取引事業者について協賛金の減免による協賛促進を実施しまし

た。 

 

④マイホーム借上げ制度の制度改訂 

マイホーム借上げ制度の利用にあたり利用者ではなく当機構が利用者の承諾を得て改修を

実施し、そのコストを家賃から回収する仕組みを、当機構の手持ち資金で対応可能な 5 件程

度を上限に試験導入しました。 

 

⑤空き家有効活用促進マニュアルの作成 

①～③の成果をとりまとめ、空き家を放置せず、借上げ制度等を利用して有効活用しても

らうために必要な具体的な施策や注意点をマニュアル化し、一般にも公開しました。 

 

（2）活動内容 

①関西地域における空き家状況調査の実施（空き家マップの作成とアンケートの実施） 

 

 

図２ 調査地区 

南海沿線分譲地 A

京阪沿線分譲地 B

近鉄沿線分譲地 C
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下表の通りです。 

表１ 郊外ニュータウン空き家マップ 近畿エリア概要 

対象 活動内容 

奈良県 

近鉄 

 県の当機構協賛をきっかけに、近畿日本鉄道の関連会社である近鉄住宅管理が

協賛事業者に加わった事から、奈良県内の近鉄沿線（近鉄の分譲地）を対象に調

査を行うことにしました。 

 奈良県によれば、近鉄沿線である萩の台分譲地が生駒市の空地・空家対策検討

のモデル地区となっていることから、同分譲地に対象を絞り込み、自治会への実

施連絡をした上で調査を実施しました。 

◎分譲地名：萩の台分譲地（C 分譲地）◎開発規模：34ha ◎区画数：約 670 戸

◎開発確定年次：1978 年～ ◎建ペイ/容積：40/60  

◎アクセス：近鉄生駒線 「萩の台」駅 徒歩約 10 分 

 

新築～10年 11年～25年 25年以上 空き地 店舗 ＡＰ
駐車場
（Ｐ）

30戸 29戸 580戸 9戸 7戸 6戸 0戸 8戸

4.5％ 4.3％ 86.6％ 1.3％ 1.0％ 0.9％ 0％ 1.2％

空き家

 

 
 

南海電鉄 南海電鉄より沿線開発のリストを提供いただき、1970 年より開発が実施された

荘園町分譲地を調査対象として選定しました。 

◎分譲地名：荘園町分譲地（A 分譲地）◎開発規模：26ha ◎区画数：約 650 戸

◎開発確定年次：1970 年～ ◎建ペイ/容積：50/100   

◎アクセス：南海電鉄高野線 「千代田」駅 バス約 10 分  

 

新築～10年 11年～25年 25年以上 空き地 店舗 ＡＰ
駐車場
（Ｐ）

72戸 119戸 418戸 15戸 12戸 3戸 1戸 11戸

11.1％ 18.3％ 64.3％ 2.3％ 1.8％ 0.5％ 0.2％ 2.0％

空き家
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京阪電鉄 京阪電鉄と相談の上、市として空き家対策の取り組みを進めている枚方市内に

おいて分譲地調査を行うこととし、同社の関連会社である京阪不動産が 1966 年頃

より開発したさつき丘を対象地としました。 

◎分譲地名：さつき丘分譲地（B 分譲地） ◎開発規模：23ha  

◎区画数：約 600 戸   

◎開発確定年次：1966 年～ ◎建ペイ/容積：50/100   

◎アクセス・・・京阪電鉄本線 「枚方公園」駅 バス約 10 分  

 

新築～10年 11年～25年 25年以上 空き地 店舗 ＡＰ
駐車場
（Ｐ）

88戸 109戸 359戸 9戸 15戸 18戸 3戸 4戸

14.5％ 18.0％ 59.3％ 1.5％ 2.5％ 3.0％ 0.5％ 1.0％

空き家

 

 
 

 

以上のように、いずれの地域も空き家化はまだ深刻な状態ではないものの、築後 25 年以

上を経過した住戸がいずれも 6 割～9 割近くに及んでおり、今後急速に空き家化が進む可能

性があり、その場合、賃貸化の場合に必要となるリフォーム等の負担が問題となる可能性が

窺われます。 

首都圏での活動の経験では、いったん空き家化してしまうと、そもそも所有者を探すこと

自体が難しくなりますので、何らかの理由で住みかえる時点で賃貸化も可能だということを

あらかじめ周知しておくことが重要と考えられます。 

 

②有料老人ホーム、高齢者住宅のあっせん事業者を通じた調査の実施 

当機構の協賛企業である神奈川ロイヤル社、ならびに、神奈川県住宅供給公社と協働で県

内 5 か所の有料老人ホーム入所者 800 人に対しご自宅の現況調査アンケートを実施し、121

名から回答を得ました。 
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アンケート回答結果 

 回答者 121 名中、25 名（21％）が自宅を所有。 

 うち、7 名(28%)が空き家にしていると回答。 

 このうち、何らかのかたちで維持・管理を行っていると回答した者は 5 名であった。 

 一方、売買もしくは売買と賃貸の両方を考えている者は 2 名で、残り 5 名は何もせず放置

していると回答。 

 空き家のまま放置している 5 名のうち、3 名は自分や親戚等が使うかもしれないと回答。 

 同様に空き家のまま放置している 5 名のうち 4 名は有効利用は考えておらず、1 名は親戚

が入るかもしれないと回答。 

 

図３ 回答者 121 名の属性 

無回答

60%

男

21%

女

19%

回答者の属性(性別）

無回答

60%

60代
1%

70代
14%

80歳以上

25%

回答者の属性(年齢）

 

このように、自宅保有者がそもそも 2 割程度であり、そのうち 3 割程度は空き家として放

置しているものの、当面はそのままにしておきたいと考えており、有効活用に対する意識は

低いことが確認されました。 

老人ホーム入居者については、特に入居後に自ら有効活用を考えるケースは稀であるため、

首都圏での活動の経験では、いったん空き家化してしまうと、そもそも所有者を探すこと自

体が難しくなりますので、何らかの理由で住みかえる時点で賃貸化も可能だということをあ

らかじめ周知しておくことが重要と考えられます。 

 

③空き家についての制度利用促進 

こうした考えに基づいて、次のようなかたちで、空き家に関するマイホーム借上げ制度の

利用促進の取組みを行いました。 

 

奈良県 

 近鉄住宅管理の社員向けに、マイホーム借上げ制度の制度説明を実施する資格である HLP

（ハウジングライフ（住生活）プランナー）の講習会を実施。奈良県内の近鉄沿線での対

応を強化。 

 取扱い事業者数の増加に向けた取組みの実施。従前協賛したが不継続となっていた 3 社に

働きかけ 1 社が再登録。 
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 2 月 20 日に、奈良県主催の既存郊外住宅地の再生フォーラムに機構代表理事が参加し、自

治体向けに制度説明を実施。 

 なお、住民向けの説明会も計画していたが、夏以降の台風水害の影響で具体化することが

できなかった。 

 

南海電鉄 

 河内長野市民大学「くろまろ塾」にて「次の住まいを考える」講座を全 3 回シリーズで開

催（毎回 30 名の受講）。 

図４ 河内長野市民大学くろまろ塾講座概要 

 

 

 南海電鉄社員向けの HLP の追加講習会を実施。 

 3 月 18 日に一般向けのＪＴＩセミナーを開催の予定（定員 60 名） 

 

京阪電鉄 

 新たな車内吊り広告及びリーフレットの作成を進めており、完成次第、制度告知と個別相

談会を毎月実施予定。 

 

神奈川ロイヤル、神奈川県住宅供給公社 

 有料老人ホームでの調査事業で協力を得た、神奈川ロイヤル、神奈川県住宅供給公社と協

働で相武台分譲地において郊外団地の活性化プロジェクトを開始。 

 期間中には現地の視察、物件の内覧を実施。 

※相武台団地： 

 相模原市南区相武台団地  

 交通：小田急線｢相武前｣駅下車徒歩 19 分またはバス 7 分  

 団地属性：1965 年～開発した郊外型複合団地  

      賃貸住宅 448 戸/分譲住宅 2,080 戸/店舗 13 区画 開発面積 31.4ha  

 11 月に神奈川ロイヤルと協働で神奈川県住宅公社の有料老人ホームにて JTI のセミナーを

実施（参加者約 50 名）。 
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図５ 神奈川県住宅供給公社 有料老人ホームセミナー概要 

  

 

 1 月に同施設入居希望者向けシニアライフフェアにて個別相談用のブースを設置（約 200

名の参加者） 

図６ 神奈川県住宅供給公社 シニアライフフェア概要 
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④マイホーム借上げ制度の制度改訂 

ＪＴＩ利用者の承諾を経て改修を実施し家賃から回収するスキームをパイロット導入した

が、事業期間中において希望者はなく、実例が発生しなかった。このため、事業期間完了後

も引き続き継続して希望者を募集することとしている。 

 

⑤空き家有効活用促進マニュアルの作成 

空き家活用マニュアル(マイホーム借上げ制度の有効活用)を作成し（44 ページ、別添参

照）、自治体や協力事業者等に配布した。 

図７ 空き家活用マニュアル 表紙 

空き家活用マニュアル
【マイホーム借上げ制度の有効活用】

一般社団法人 移住・住みかえ支援機構

郊外ニュータウンにおける空き家の賃貸資産化促進事業

 

空き家活用マニュアルの内容 

 「ご自身の資産についてお考えになったことはありますか？」 

 マイホーム借上げ制度のしくみと特徴について 

 情報会員登録カードサンプル 

 申込みから契約まで 

 全国の協賛事業者一覧 

 メディア掲載記事紹介 

 マイホーム借上げ制度を紹介している自治体窓口 

 地方自治体による制度導入の実例 

青森県 

奈良県 

千葉県流山市 

東京都品川区 

東京都武蔵野市 
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３．事後評価 

（1）事業の効果 

空き家を賃貸活用するにあたっての最大の問題は、①まず、空き家放置が地域にとって好

ましくない問題であるということを、保有者に理解してもらい、「家に住まないことも所有

者の権利」ではあるものの「地域住民として空き家を放置することによって生ずるさまざま

な問題を回避するべく努めることが所有者の義務」であることを同時に認識してもらう必要

があります。 

しかしながら、そうした倫理上の問題を主張するだけでは空き家の解消は望めません。 

やはり、空き家を活用することで住みかえ後の生活がより豊かになるという、金銭的なメ

リットを十分に理解してもらうことが重要です。老人ホーム入居希望者や家族向けのセミナ

ーにおいても、入居に伴う金銭的負担の軽減という視点からの説明を受けて初めて持家の有

効活用という発想があることを認識する人が少なくありません。 

こうした理解を進めるためには、当機構だけの努力ではまったく無理であり、自治体や関

連の事業者がそうしたメリットを十分に潜在的な利用者に訴求できるよう、それぞれの窓口

における制度周知を図る必要があります。 

また、郊外ニュータウンは、開発された年代ごとに、非常に似た年齢層の住人が居住して

いる場合が多いため、ある時点まではほとんど空き家がないにもかかわらず、住人が一定年

齢に達して空き家化が進み出すと急速に進行するという特徴があります。逆に言えば、十分

な実情調査を行っておけば、事前に適切な対応を行うことも可能です。 

本事業ではこうした観点から関西地区と老人ホーム利用者という２つの側面からの実情調

査を自治体や事業者の協力を得て行うことにより、現状把握を行う一方で、自治体や事業者

の意識向上を同時に図ることが期待されました。 

 

（2）目的の達成状況 

今回の事業を通じて、これまで事業の関心が最も薄い地域のひとつであった奈良県におい

て、自治体職員や事業者の意識向上が図られ、従前に比べると活発な動きが起こるようにな

りました。 

奈良県は、大阪のベッドタウンとしての機能を果たしてきましたが、今後はむしろアクテ

ィブシニアにとっての魅力的な住みかえ先として人を呼び込む政策も必要となります。セミ

ナー等を通じてそうした新しい視点を提案することもできたことから、今後は関西地域で最

も空き家化対策や住みかえ促進政策の進んだ地域として模範事例となることが期待されま

す。 

一方、有料老人ホーム利用者についても、サービス付き高齢者向け住宅の制度が導入され、

利用者の裾野が広がることが予想されるなか、従来以上にマイホーム借上げ制度を入居費用

捻出のための手段として活用するという意識が強まりました。こうした意識の高まりが自然

と空き家化解消につながることが期待されます。 

同様に、神奈川県については住宅供給公社が積極的に関与して自ら開発・管理する団地の

循環促進を行う動きを起こすことができました。こうした動きが同様の公社等に広がること

が期待されます。 
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４．今後の課題 

こうした動きにもかかわらず、マイホーム借上げ制度の利用者は徐々にしか増えていない

のが現状です。引き続き地域を拡大しながら、制度周知を自治体、事業者、利用者のすべて

のレベルで進めていく必要があります。 

 

５．今後の展開 

（1）各地の空き家バンクとの連携 

各地で空き家の情報を掲載したいわゆる空き家バンクの作成が進んでいます。現在のとこ

ろ、ほとんどが、売買事例ですがこうした情報をうまくマイホーム借上げ制度につなげるこ

とで、有効活用の可能性を広げることが考えられます。 

 

（2）ＪＴＩによる耐震改修の実施 

本事業期間中には残念ながら実例を得ることができませんでしたが、今後老人ホーム利用

者の制度利用希望が増えれば旧耐震基準物件が増えることが考えられることから、引き続き、

こうした制度の有効性の検証を継続し、制度を恒久化していく必要があります。 

 

（3）多雪地帯における空き家問題への関与可能性 

本年の大雪のために各地で、雪下ろしを行う者がいないために自治体や地域住民が対応を

余儀なくされた空き家や、そうした対応が適わずに倒壊した空き家の事例が多く報道されま

した。自治体によっては、行政代執行により対応して所有者から費用徴求をする等の対応を

条例で定める例も登場していると報道されています。 

こうした事後的な強制では自治体にとっても所有者にとっても負担が大きくなります。現

在のところ、空き家の有効活用を事前に誘導、指導することは行われていませんが、空き家

で放置した結果生じた問題について一定の強制力を及ぼすことが予想されるのであれば、事

前に有効活用することを促すこともあってよいと考えられます。今後の展開として、こうし

た多雪地域の自治体とも協働していければと考えています。 

 

■団体概要・担当者名 

団体設立時期 平成 18 年 4 月 

代表者名 代表理事 大垣尚司 

連絡先担当者名 伊藤雅一 

連絡先 
住所 〒102-0093 東京都千代田区平河町 1-7-20 

電話 03-5211-0772 

ホームページ http://www.jt-i.jp 

 

 


